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スタジアム・アリーナ複合施設
（スポーツコンプレックス）の
法的留意点

1. スポーツコンプレックスとは

近時、国内外のスポーツビジネスや不動産開

発・まちづくりにおいて、スポーツ施設が持つ

多面的な価値を最大限活用すべく、スタジアム・

アリーナを核とし、オフィス、ホテル、商業施設、

住宅等の様々な施設を一体的・複合的に備えた

開発への注目が増している。

日本政府が取り組むスポーツの成長産業化に

おいても、そのような施設を念頭に置いた「ス

ポーツコンプレックス」の推進が図られており、

スポーツ庁・経済産業省が 2026年6月に公表し

た「スポーツコンプレックス ガイドブック」注1 

（以下「スポーツコンプレックスガイドブック」

という。）は、「スポーツコンプレックス」を、「そ

の地域ならではのまちづくりにおいて、核とな

るスポーツ施設の持つ潜在的価値を最大化する

ことを目的に、周辺のインフラや施設等と面的

に連携して形成されるエリア」を指す概念とし

ている。

スタジアム・アリーナ単体の場合と比べて、

スポーツコンプレックスは、スポーツビジネス

の観点からは、スタジアム・アリーナにおける

イベント開催時の集客をその他の施設の収益に

繋げつつ、収益を多角化し、イベント開催時の

集客のみに頼らない構造を実現することで、プ

ロスポーツの試合数等が限られるスタジアム・

アリーナのデメリットを補うことを可能とする。

また、イベント開催時の過ごし方の多様化によ

る総合的なファン体験の向上や、複合施設全体

を活用したクラブ・チームの施策によるファン

エンゲージメントの強化も期待できる。
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注 1
スポーツ庁・経済産業省「スポーツコンプレックス ガイドブック ～スタジアム・アリーナとプロスポーツ等を活用したまちづくり・地域活性化とエリア
マネジメントの充実～」（2026年6月）<https://www.mext.go.jp/sports/content/20260713-spt_sposeisy-000050585_1.pdf>

https://www.mext.go.jp/sports/content/20260713-spt_sposeisy-000050585_1.pdf
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不動産開発・まちづくりの観点からも、複合

施設化による住民の利便性の向上に加えて、ス

タジアム・アリーナの集客力を活用したエリア

全体の経済活性化が図られる。地域コミュニティ

やシビックプライド（地域への愛着や帰属意識）

の醸成にも、スタジアム・アリーナ単体の場合

以上に寄与することが見込まれる。

他方で、スポーツコンプレックスは、施設の

用途が多岐にわたり、開発・運営への関与主体

も多様となる傾向があるため、事業スキームや

エリアマネジメント体制の構築等を含めて、関

係者間での利害調整が重要な課題となり得る。

また、各施設の用途に応じて関係法令も多様と

なるため、法的な整理も煩雑化しやすい。そこで、

本稿では、スポーツコンプレックスの位置づけ

を概観し、国内外における注目事例を紹介した

上で、その開発・運営における実務上の法的留

意点を解説する注2。

2. スポーツの成長産業化に
おける位置づけ

（1）スタジアム・アリーナ改革との関係性

政府が掲げるスポーツの成長産業化との関係

では、スポーツコンプレックスは、スタジアム・

アリーナ改革を発展させた概念として位置づけ

られている注3。スタジアム・アリーナ改革は、

スポーツの成長産業化の柱の一つであり、スタ

ジアム・アリーナを地域経済の持続的成長を担

う中核施設とし、民間の資金やノウハウも活用

しながら、スポーツビジネスの成長と地域活性

化を同時に目指す政策である注4。

スタジアム・アリーナ改革も、スタジアム・

アリーナ単体ではなく、それを中核としたまち

づくりを目指すものであった。しかし、スポー

ツ施設本体の整備やその費用・収益等の側面が

専ら注目を集めてしまい、まちづくりやエリア

マネジメントの観点が必ずしも十分に理解され

ていないという課題があった。これを踏まえ、

エリア全体としての連携をより強調したスポー

ツコンプレックスの概念が登場し、政府全体の

方針としても、2025年6月13日に閣議決定さ

れた「経済財政運営と改革の基本方針2025」に、

スポーツコンプレックスの推進が明記された。

2025年6月13日に成立した改正スポーツ基本法

においても、スポーツ施設の整備等に関する国・

地方公共団体の責務の一つとして、他の施設や

周辺地域との総合的・複合的な整備やスポーツ

事業者等との連携を図り、スポーツ施設の整備・

活用とまちづくりを一体的に推進する努力義務

の規定が追加されており注5、これはスポーツコ

ンプレックスの推進を指すものとされている注6。

注 2
なお、スポーツコンプレックスにおけるスポーツ施設は必ずしもプロスポーツのためのものに限られないが、本稿では、そのような「見る」スポーツ
を主目的としたスタジアム・アリーナを想定して解説を行う。
注 3
スポーツコンプレックスガイドブック 6頁参照
注 4
スタジアム・アリーナ改革や官民連携について詳しくは、加藤志郎・荒井耀章「大規模スポーツ施設の開発・管理運営スキームをめぐる近況」（本誌
Vol.72、2023年）（以下「前回記事」という。）参照
注 5

「国及び地方公共団体は、スポーツ施設の整備及び活用に当たっては、スポーツ施設、他の施設及び周辺地域の総合的かつ複合的な整備並びにス
ポーツ産業の事業者その他の関係者との連携により、まちづくりとの一体的な推進を図り、地域経済の活性化及び地域内外の交流の促進等を通じて、
活力ある地域社会の形成に資するよう努めるものとする。」（スポーツ基本法第12条第3項）
注 6

「スポーツ基本法及びスポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行について（通知）」（7 ス庁第1242号、
2025年9月1日）
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（2）エリアマネジメントの重要性

スポーツコンプレックスの推進は、スタジア

ム・アリーナを核としたエリア全体の面的な連

携を図るものであるため、エリアマネジメント

が特に重要となる。

エリアマネジメントという言葉は実務上やや

多義的のように思われるが、まちづくりの観点

からは、周辺地域やインフラ等を含め、地域全

体の計画や将来像に見合った施設を整備・維持

するため、多様なステークホルダーの意見集約

や利害調整を継続的に行う体制を確保すること

が肝要となる注7。

また、実務的な施設運営の観点からは、スポー

ツコンプレックスでは、多様な用途の各施設に

つき、それぞれ所有者・運営主体が異なり得る

一方で、施設全体の価値向上のため、一定の範

囲で一体的な管理運営や各施設間の連携が必要

となる。例えば、施設全体で実施するイベント

やブランディング、施設相互間の送客や連携の

ための施策等がこれに含まれる。これについて

は、その実施体制の確立等に加えて、各施設の

所有者・運営主体の権益との調整が重要となる。

これらのエリアマネジメント体制等に関する

法的留意点については、後記4（3）エで触れる。

3. 注目すべき事例

（1）北海道ボールパークFビレッジ

2023年 に 開 業 し た「 エ ス コ ン フ ィ ー ル ド

HOKKAIDO」を中核とする「北海道ボールパー

クFビレッジ」（北海道北広島市）は、民設民営

のスポーツコンプレックスの代表例である。北

海道日本ハムファイターズの本拠地である約3

万5,000人収容のスタジアムを中心に、サウナ等

が併設されたホテルやグランピング施設、飲食

施設、ショップ、農業学習施設、分譲マンション、

医療施設、高齢者賃貸住宅等の多様な施設が集

積している。

スタジアム部分等の基本的な事業スキームと

しては、北広島市が所有する土地を株式会社ファ

イターズスポーツ＆エンターテイメントが賃借

し、自己資金で開発・運営を行っている。同社

には、株式会社北海道日本ハムファイターズ及

びその親会社である日本ハム株式会社の他、株

式会社電通グループや一般財団法人民間都市開

発推進機構が出資している。

北広島市は、まちづくりの計画においてこの

事業を明確に位置づけ、積極的に支援しており、

用地の貸与に加えて、周辺インフラの整備等を

通じて官民連携が図られている。また、同ビレッ

ジを通じた道内各地の活性化を図るため、近隣

市町村、関係機関、民間企業、学識経験者等に

よる「オール北海道ボールパーク連携協議会」が

組織され、課題解決に向けた取組みが行われて

いる。これらは同ビレッジを中心とした広域的

なエリアマネジメントに資するものと言える。

法規制に関して特筆すべき点として、同ビレッ

ジの一部（スタジアムのバックスクリーン裏等）

は都市公園内に位置し、都市公園法に基づく規

制の対象となるところ、北広島市においては、

柔軟な法令解釈や条例改正により、関連施設の

整備を可能としている（詳細は後記4（4）エ参照）。

注 7
スポーツコンプレックスガイドブック 8頁でも、「まちづくりビジョンで策定された目指すエリアの実現のために必要な組織間調整やサービス提供、イ
ベント企画等を行うために、ステークホルダーと定期的・効率的に連携できるエリアマネジメント体制が確立されていること」が、スポーツコンプレッ
クスの必須要件の一つとされている。
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また、同ビレッジ及び周辺地域における屋外広

告物の掲出に関しても、自由度を高めるため、

一般地域とは異なる基準を設ける独自の条例が

定められている（詳細は後記4（4）オ参照）。こ

れらのように、スポーツコンプレックスの開発・

運営に関しては、施設の価値向上のため、支障

となる法規制について関連自治体との協議・調

整による緩和や柔軟化を目指すことが重要とな

り得る。

（2）長崎スタジアムシティ

2024年に開業した「長崎スタジアムシティ」

（長崎県長崎市）は、西日本で最大級の民設民営

のスポーツコンプレックスである。V・ファー

レン長崎の本拠地である約2万人収容のサッカー

スタジアム「PEACE STADIUM Connected by 

SoftBank」と、長崎ヴェルカの本拠地である約

6,000人収容のアリーナ「HAPPINESS ARENA」

を中核として、ホテル、商業施設、オフィス等

が一体的に整備されている。

事業スキームとしては、株式会社ジャパネッ

トホールディングスが、V・ファーレン長崎を

傘下に収めたことを契機に、三菱重工業の長崎

造船所幸町工場跡地を取得し、開発を行った上、

グループ会社である株式会社リージョナルクリ

エーション長崎に施設を賃貸し、同社が管理運

営を行っている。

民設民営の施設ではあるが、計画段階から長

崎県・長崎市との官民連携のための「長崎スタ

ジアムシティプロジェクト推進会議」及び「長崎

市サッカースタジアム検討推進チーム」が設置

され、協議が行われた。また、開業前には、長

崎市は「スタジアムシティ連携推進室」を設置し、

市民の一体感向上等のための企画や広報を実施

した注8。実務的なエリアマネジメントの観点で

は、株式会社リージョナルクリエーション長崎

がスタジアム、アリーナその他の施設全体の管

理運営を担うことで、各施設間の送客を含め、

施設全体の価値向上のための一体的な施策等の

実施が期待できる。

法規制に関しては、この用地は従前、都市計

画法上の工業地域であったが、建築基準法上、

工業地域には原則としてスタジアム・アリーナ

（観覧場）やホテルは建築できないため、開発に

当たり、長崎市は、都市計画を変更して商業地

域へ用途転換し、これらの建築を可能とした。

また、長崎市は、大規模工業跡地を計画的に土

地利用転換し、良好な商業業務地を形成するこ

とを目標として、「長崎スタジアムシティ地区計

画」を決定している。

（3）The Battery Atlanta（米国）

米国においても、スタジアム・アリーナを核

とした複合施設への注目が高まっている。その

理由の一つは、近年のプロスポーツチームの価

値上昇を支えてきた放映権料に関して、大手の

地域スポーツネットワーク（RSN）の経営破綻等

を契機に再編が進み、その他の新たな収益源が

模索される中、複合施設化による不動産賃貸事

業等は安定的な収益が期待できることに加えて、

スポーツ事業との相乗効果を含めて成長余地が

大きいことである。また、米国のリーグ特有の

事情として、チケット収入等のスポーツ関連事

業の収益はリーグのレベニューシェアの対象と

注 8
開業後、同室は新たに設置された官民連携推進室に統合されている。
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なる一方で、複合施設の不動産関連収益等は基

本的に対象外となり、増収がそのままクラブ・

チームの収益となるというメリットも挙げられ

る。

その成功例として著名であるのが、MLBのア

トランタ・ブレーブスの本拠地「Truist Park」

に隣接する「The Battery Atlanta」（ジョージア

州コブ郡）である。新本拠地となるスタジアム

の建設に合わせて周辺施設が一体的に開発され、

2017年に同時開業した。オフィス、商業・飲食

施設、ホテル、住宅、コンサートホール等が集

積する複合施設である。

ブレーブスは現在、MLBで唯一上場している

チームである注9。そのため、The Batteryを含め、

財務状況が開示されており、この点も同施設が頻

繁に参照される理由の一つである。開示資料注10 に

よると、The Batteryの事業は開業から成長を続

けており、2025年には、野球関連事業の収益が

前年比7％増の 6億3,500万ドルであったのに対

して、複合施設の収益が前年比45％増の約9,700

万ドルであり、ブレーブス全体の収益（約7億

3,200万ドル）の 13.3％を占めるまでに至ってお

り、また、野球関連事業に比べて高い利益率を

達成している。2025年にはThe Batteryのエリ

アに約900万人が来場しており注11、これは同年

のTruist Parkのブレーブスの総観客数（約290

万人）の約3倍に当たり、野球観戦以外の目的の

来場者も多いことがわかる。

事業スキームとしては、ブレーブスが 2014年

に用地を買収し、第三者の開発パートナーとと

もに開発を行い、現在はブレーブスが単独で運

営を行っている。Truist Parkについては、その

建設費用約7億2,200万ドルの約半分が公的資金

により賄われており、ブレーブスは、その所有

者であるコブ郡等とスタジアム運営契約を締結

し、独占的な運営権を与えられている。他方、

The Batteryについては、ブレーブスが自己資

金で開発し、所有している。

エリアマネジメントの観点では、ブレーブス

は、スタジアム運営契約に基づきTruist Parkの

独占的な運営権を確保し、かつ、The Battery

についても民設民営の施設として自ら運営を行

うことで、チーム・施設全体のブランディング

や各種施策を一元的に行うことができると考え

られる。

4. 法的留意点

（1）法的観点からの特徴

ア　関与主体の多様化

スポーツコンプレックスにおいては、スタジ

アム・アリーナを単体で整備・運営するのでは

なく、スポーツ施設を核として、周辺のインフ

ラや、オフィス、ホテル、商業施設、住宅等の

施設と面的に連携したエリア形成を行うことに

より、スポーツ施設単体では実現しにくい集客

力、収益性及び地域価値の向上を図ることが想

定される。

注 9
正確には、ブレーブスの運営会社であるBraves Holdings, LLCの完全親会社であるAtlanta Braves Holdingsが上場している。
注 10

“Atlanta Braves Holdings Reports Fourth Quarter and Year End 2025 Financial Results” Atlanta Braves Holdings（2026年 2月 25日 ）<https://www.
bravesholdings.com/news/press-releases/detail/215/atlanta-braves-holdings-reports-fourth-quarter-and-year-end>
注 11
Bret Mccormick “The Battery’s growing business helps the Braves face an uncertain media future head-on” Sports Business Journal（2026年3月9日）

https://www.bravesholdings.com/news/press-releases/detail/215/atlanta-braves-holdings-reports-fourth-quarter-and-year-end
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そのため、案件の組成に当たっては、スタジ

アム・アリーナ自体の整備・運営主体だけでなく、

これらの周辺施設の整備・運営主体等との間で、

事業内容、費用負担、収益配分、運営方針等に

ついて調整が必要となり得る。また、地方公共

団体が施設又は事業用地の所有者となる場合は、

その所有・利用関係の調整が必要となる他、都

市計画やまちづくりに関する方針、許認可等と

の関係でも、案件の構想段階から地方公共団体

との調整を要する。さらに、案件の推進に当たっ

ては、地域のまちづくりにおいて重要なステー

クホルダーとなる地元住民や地元企業等との合

意形成を図ることや、地域への影響に配慮する

ことも重要になる。

このように、スポーツコンプレックスのスキー

ム設計においては、複数の民間事業者間の調整

が必要となり得る点に加え、地方公共団体との

施設又は事業用地の所有・利用関係や許認可等

に関する調整、地元住民や地元企業等との関係

調整等、多数の関与主体の間での調整が重層的

に必要となり得る点に特徴がある。

イ　用途の多様化と法規制

スタジアム・アリーナについては、スポーツ

利用にとどまらず、ライブエンターテイメント

等の興行利用、MICE等のビジネス利用、地域

住民向けのイベントその他の市民利用等、多様

な用途に供することが想定される注12。また、ス

ポーツコンプレックスにおいて、オフィス、ホ

テル、商業施設、住宅等の周辺施設を整備する

場合には、スタジアム・アリーナに加えて、各

周辺施設についてもそれぞれの用途に応じた法

規制が問題となる。このように、スポーツコン

プレックスでは、各施設が多様な用途に用いら

れることから、整備段階から運営段階に至るま

で、様々な法規制が課されることが想定される。

また、公設か民設か、施設又は事業用地の所有・

利用関係をどうするか、各施設をどの主体が整

備・運営するか等の事業スキームは、これらの

法規制の適用関係にも影響する。そのため、案

件の構想段階から法的論点を整理した上で、事

業内容、施設構成及び想定される運営方法に即

したスキームを選択することが重要であると考

えられる。

ウ　本章の構成

以上の点を踏まえ、本章では、まず、スキー

ム選択の基本となる公設・民設の別を扱い（(2)）、

次に、複数当事者間の関係を規律するJV契約

等の論点を整理し（（3））、最後に、立地や施設

構成等に応じた法規制及び関連制度を概観する

（（4））。

（2）公設か民設か

ア　検討の枠組み

スタジアム・アリーナ本体の設置方法につい

ては、公設・民設の双方があり得る。公設の場

合は、その整備・運営に関してPFIやコンセッ

ション等様々な官民連携の手法を用いて公設民

営の建付けとされている例も多い注13。他方で、

スポーツコンプレックスにおいては、スタジア

ム・アリーナ本体に加えて、複合施設を構成す

注 12
スポーツコンプレックスガイドブック 59頁参照
注 13
前回記事67頁以下参照



54 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.102 August 2026

スタジアム・アリーナ複合施設（スポーツコンプレックス）の法的留意点

る周辺施設について、どの主体が、どのような

方法で整備・運営を行うかという点が新たに問

題となる。

イ　周辺施設の設置方法

スポーツコンプレックスにおいて、周辺施設

として商業施設、オフィス、ホテル等を設置す

る場合、これらは、一般的には、公共サービス

を提供する施設というよりも、民間収益施設と

しての性格が強いものと考えられ、公設とする

ことは基本的に想定しにくい。PFI法（民間資金

等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律）上も、これらの施設は、公共サービ

スを提供する施設としての性質を欠く限り、通

常は、同法第2条第1項の「公共施設等」には含

まれないことが想定される。

他方で、賃貸住宅については、同項第3号に

おいて「公共施設等」に含まれることが明文で規

定されているため、理論上は公設とすることも

考えられる。もっとも、スポーツ施設やその周

辺施設の付加価値や収益性を高めるために複合

施設化を図るというスポーツコンプレックスの

文脈では、公設の賃貸住宅（公営住宅等）はその

手段としてややなじみにくいようにも思われる。

ウ　事業手法の実態と類型

スポーツコンプレックスの事業手法について

は、スタジアム・アリーナの立地、商圏人口、

クラブ・チームの集客力、興行利用の自由度等

に応じた傾向が見て取れる。例えば、大規模都

市圏に立地し、商圏人口やクラブ・チームの集

客力が高く、興行利用の自由度も高い大型の案

件では、民設民営やPFIを用いる例が多く見ら

れる。他方で、商圏人口が比較的少ない地域に

おける小型のスタジアム・アリーナを核とする

案件では、指定管理者制度や公設公営が主な事

業手法となる傾向がある注14。

民設民営の事業スキームを選択するに当たっ

ては、各施設において、ひいては複合施設全体

として、大規模な開発に見合う収益性を確保で

きることが重要となる。そのため、民設民営は、

一定の商圏人口や集客力が見込まれ、興行利用

の自由度が高く、効果的な運営を行うことで収

益性の確保・向上の余地が大きい大規模なスポー

ツコンプレックスにおいて、有力な選択肢とな

るものと考えられる注15。

エ　公有地の定期借地

施設自体が民設の場合であっても、事業用地

の全てが民間所有地であるとは限らない。広大

な開発用地の希少性や、スポーツコンプレック

スが地域のまちづくりや再開発事業としての性

質を有することを踏まえると、公有地に定期借

地権を設定し、民間事業者が施設を整備すると

いうケースも想定される。

この場合、一般定期借地権（借地借家法第22条・

存続期間50年以上）、事業用定期借地権（同法第

23条・10年以上50年未満）、建物譲渡特約付借

地権（同法第24条）の設定が考えられる。もっと

も、事業用定期借地権は、居住の用に供する建

注 14
スポーツ庁のホームページで公開されている、株式会社野村総合研究所「令和7年度 スポーツ産業の成長促進事業『スポーツコンプレックス推進
事業（スポーツコンプレックスに関する調査事業）』」（以下「NRI報告書」という。）67頁以下参照<https://www.mext.go.jp/sports/content/260421-spt_
sposeisy-000048441_2.pdf>。同報告書は、本文で述べた前者の類型を「高集客型」、後者の類型を「地域拠点型」のうち「地域密着型」と分類している。
注 15
前記3 で取り上げた事例の多くも民設案件である。

https://www.mext.go.jp/sports/content/260421-spt_sposeisy-000048441_2.pdf
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物の所有を目的とする場合には用いることがで

きない（同法第23条第1項・第2項参照）。したがっ

て、住宅を含む複合開発では、住宅部分の区域

を切り分けて借地権を別々に設定するか、全体

について事業用定期借地権以外の定期借地権を

設定するかを検討する必要がある。

オ　公設民営と付帯事業の組合せ

上記の他、スタジアム・アリーナ本体はPFI

やコンセッション等による公設民営とし、周辺

施設は付帯事業又は民間収益事業（以下「付帯事

業等」という。）として民間事業者が整備・運営

するという組合せも考えられる。

横浜文化体育館再整備事業によって整備され

た横浜BUNTAIはその一例であり、メインア

リーナ（横浜BUNTAI）とサブアリーナ（横浜武

道館）がPFIにより公設民営の形で再整備される

とともに、ホテルや病院等が民間収益施設とし

て位置づけられている注16。

このようにPFI事業等と付帯事業等を組み合

わせる場合には、付帯事業等の経営リスクが

PFI事業等の実施に影響を及ぼさないよう、公

共側や融資金融機関から、付帯事業等について、

スタジアム・アリーナ本体に関するPFI事業等

とは独立した事業主体により実施し、又は独立

した資金により賄うことを求められる他、出資

者による支援や保険への加入等のリスク補完措

置を求められる場合がある注17。そのため、この

ようなスキームを採用する場合には、案件の組

成段階から、PFI事業等と付帯事業等との間の

事業主体、資金調達、リスク分担及び契約関係

の切分けや、これを補完する支援・保険等の措

置について検討しておく必要がある。

（3）JV契約

ア　JVの組成

スポーツコンプレックスのように、スタジア

ム・アリーナを核として、オフィス、ホテル、

商業施設、住宅等の周辺施設を一体的に整備・

運営する案件では、単独の事業者がすべての機

能を担うことは必ずしも想定されない。むしろ、

スタジアム・アリーナ自体の整備・運営を担う

事業者に加えて、周辺施設の整備・運営を担う

事業者等、複数の民間事業者が、それぞれの専

門性に応じて関与することが想定される。

このように複数の民間事業者が関与する場合、

それぞれを単なる業務受託者又は個別施設の運

営者として位置づけるのか、あるいは事業全体

又は特定の施設・機能について共同で事業リス

クを負担し、意思決定に関与する共同実施主体

として位置づけるのかを整理する必要がある。

その上で、共同実施主体となる事業者について

は、JV（Joint Venture、共同事業体）の組成が

想定される。案件の組成に当たっては、これら

の事業者をどの範囲でJVの構成員とするか、各

構成員にどのような役割を担わせるか、また、

注 16
NRI報告書36頁参照
注 17
内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」（2026年6月）8頁<https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/guideline/pdf/process_guideline.pdf>でも、「民
間収益施設を併設するPFI事業の場合には、民間収益施設の経営リスクによりPFI事業の実施に支障を生じるおそれがあるため、PFI事業から民間収
益施設の経営リスクを可能な限り分離する必要があるが、完全に分離できない場合においても民間収益施設の経営リスクが最小限となるよう事業契
約等（中略）において適切に措置することに留意する必要がある」とされている。また、内閣府「PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」

（2026年6月）17頁<https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/guideline/pdf/risk_guideline.pdf>では、選定事業者が民間収益施設等の付帯的施設を併設し、
PFI事業以外の他の事業を行う場合について、事業者の選定に当たり、選定事業者の出資者による他の事業を履行するための支援、他の事業を実
施する者の信用力の確認、他の事業を実施する者の保険等への加入といった措置を実施することが考えられる旨記載されている。

https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/guideline/pdf/process_guideline.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/guideline/pdf/risk_guideline.pdf
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各構成員の出資比率、費用負担、収益帰属の他、

議決権その他の意思決定権限をどのように整理

するかが重要となる。

このようなJVを事業実施主体として組成する

場合には、事業の受け皿としてSPCを設立する

ことが多い。もっとも、スポーツコンプレック

スでは、スタジアム・アリーナ本体と周辺施設

との間で、整備主体、運営主体、収益構造及び

リスクの性質が異なり得るため、SPCをどの単

位で設けるかが重要な検討事項となる。

例えば、整備及び運営を同一のSPCに担わせ

るのか、これらの機能に応じてSPCを分けるの

か、又はスタジアム・アリーナ、商業施設、ホテル、

住宅等の施設ごとにSPCを分けるのかといった

点を検討する必要がある。

イ　JV契約の主要条項

スポーツコンプレックス案件でSPCを用いる

場合のJV契約においても、出資比率、追加出資

義務（キャッシュコール）、役員構成、拒否権事

項・事前承認事項、持分譲渡制限（先買権、タ

グアロング／ドラッグアロング、コール／プッ

トオプション）、新規構成員の加入、デッドロッ

ク対応、解散・清算事由、競業避止等が、主要

な規定事項となる。この点は、通常の不動産開

発案件等でSPCを用いる場合のJV契約と大きく

異なるものではないと考えられる。

もっとも、スポーツコンプレックスでは、ス

タジアム・アリーナや周辺施設等について、施

設ごとに異なる事業者が整備・運営を担う場合

がある。そのため、各施設の整備・運営に関す

る責任分担、費用負担及び収益帰属をどのよう

に整理するかが重要となる。

また、スポーツコンプレックスは、スポーツ

施設を核として周辺施設や公共空間と面的に連

携する性質を有するため、周辺エリアに与える

影響も大きい。そのため、エリアマネジメント

の実施体制、運営主体、費用負担等をどのよう

に整理するかも、あらかじめ検討しておく必要

がある。

これらの点については、それぞれウ及びエに

て述べる。

ウ　施設の所有形態と施設間の関係

スポーツコンプレックスでは、スタジアム・

アリーナに加え、オフィス、ホテル、商業施設、

住宅等の周辺施設を一体的に整備・運営するこ

とが想定される。これらの施設については、施

設ごとに所有主体、整備主体又は運営主体が異

なる場合があり、スタジアム・アリーナ本体と

は別のSPCや事業者が整備・運営を行うことが

ある。この場合の事業者としては、SPCからの

業務受託者としての立場で整備・運営を行う者

の他、SPCとは資本関係や委託関係を有しない

独立の立場で整備・運営を行う者も想定される。

このように施設ごとに関与主体が分かれる場

合、整備段階及び運営段階のそれぞれにおいて、

各施設についていずれのSPC又は事業者が責任

を負うのか、また、各施設から生じる収益及び

費用がいずれのSPC又は事業者に帰属するかを、

JV契約その他の関連契約で明確化することが重

要となる。特に、施設ごとに異なるSPC又は事

業者が関与する場合には、各主体が自ら担当す

る施設について一定の裁量を有する必要がある

一方で、その整備・運営が他の施設又は共用部

分に影響を及ぼし得る場合には、事前協議、承認、

通知等の調整手続が必要となり得る。

そのため、JV契約その他の関連契約において

は、各SPC又は事業者が単独で決定できる事項

と、他のSPC又は事業者との協議又は承認を要
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する事項とを、可能な限り明確に区別して定め

ることが望ましいと考えられる。

また、広場、駐車場、ペデストリアンデッキ、

エネルギー設備等の共用施設については、特定

のSPC又は事業者のみが利用するものではない

ため、その整備主体、管理運営主体、費用負担

及び利用ルール等を明確に定める必要がある。

費用負担については、面積按分、受益按分又は

これらを組み合わせた基準等によることが考え

られるが、いずれの基準による場合であっても、

その内容をJV契約等に規定しておく必要がある

と考えられる。

なお、周辺施設として分譲住宅を組み込む場

合には、とりわけ慎重な検討を要する。分譲後

は、多数の区分所有者が分譲住宅の管理運営に

関与することになるため、エリアマネジメント、

大規模修繕、将来の建替えについて、事業者側

のコントロールが及びにくくなる可能性がある。

2026年4月1日施行の区分所有法の改正により、

建替え決議（区分所有法第62条第1項）等に関す

る多数決要件は一部緩和されたものの（同条第2

項参照）、分譲住宅を組み込む場合の運営方法

については、これらの点を踏まえた検討が必要

になると考えられる。

エ　エリアマネジメントの法的担保

スポーツコンプレックスは、スポーツ施設を

核として、周辺のインフラ、公共空間及び各施

設と面的に連携してエリアを形成し、スポーツ

施設単体では実現しにくい集客力、収益性及び

地域価値の向上を図る点に特徴がある。そのた

め、エリアマネジメント体制の確立は、スポー

ツコンプレックスの成功を支える重要な要素と

言える（前記2（2）参照）。ここで問題となるのは、

エリアマネジメントの実施主体、活動内容、意

思決定方法、費用負担等をどのように定め、そ

の継続的な実施をどのように担保するかという

点である。

エリアマネジメントの主体としては、法人格

のない協議会等による例の他、一般社団法人や

株式会社を設立する例がある。いずれの場合で

あっても、その活動内容、運営・意思決定の方

法及びこれらに要する費用の負担については、

予めスポーツコンプレックス案件に取り組む事

業者間等で調整する必要があると考えられる。

その担保の方法としては、例えば、JV契約や

事業者間の協定において、エリアマネジメント

活動への参加・協力義務や費用負担を定めた上

で、各施設の賃貸借契約や管理規約等を通じて、

テナントや区分所有者等にも一定の義務を及ぼ

すこと等が考えられる。

（4）法規制

ア　総論

スポーツコンプレックスに関係する法令は、

立地や施設構成に応じて多岐にわたる。もっと

も、スタジアム・アリーナの整備・運営に関連

する法令については、既に網羅的な整理が公表

されているため注18、その整理に委ねることとし、

本章では、スポーツコンプレックスにおける複

合化に伴う論点を中心に概観する。

イ　都市計画・まちづくり関連制度

スポーツコンプレックスにおいて複合化を実

注 18
スポーツコンプレックスガイドブック 210頁以下参照。また、同ガイドブックの別紙として、スタジアム・アリーナの整備・運営に関係する法令を一覧
化した「スタジアム・アリーナ建設・設備に係る法（条例含む）規制一覧」が公表されている。
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現するための前提として、都市計画上及び建築

規制上の対応が重要となる。すなわち、スタジ

アム・アリーナと併せて、オフィス、ホテル、

商業施設等の収益機能又は集客機能を有する周

辺施設を整備するためには、都市計画法及び建

築基準法上の土地利用・建築規制がその支障と

ならないよう、必要に応じて用途地域の変更等

を含む都市計画上の対応を、構想段階から地方

公共団体との間で調整することが求められる注19。

都市計画法上、無秩序な市街化を防止し計画

的な市街化を図るため、都市計画区域について、

既に市街地を形成している区域及び概ね 10年以

内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

である市街化区域と、市街化を抑制すべき区域

である市街化調整区域との区分（区域区分）が定

められることがある（同法第7条）。また、都市

計画区域内において一定規模以上の開発行為（主

として建築物の建築等の用に供する目的で行う

土地の区画形質の変更）を行うには、原則とし

て都道府県知事等の許可（開発許可）を受ける必

要がある（同法第29条第1項）。特に市街化調整

区域においては、同法第34条各号のいずれかに

該当しない限り許可を受けることができないた

め、市街化調整区域における大規模な複合開発

のハードルは高いと言える。そのため、候補地

が市街化区域又は市街化調整区域のいずれに属

するか、また、開発許可の取得可能性があるか

については、構想段階から確認する必要がある。

次に、市街化区域には用途地域が定められ、

指定された用途地域の種類に応じて、建築基準

法第48条・別表第二により建築可能な建築物の

用途が制限される。スタジアム・アリーナ（観

覧場）を特段の条件なく建築することができるの

は、原則として商業地域、近隣商業地域及び準

工業地域に限られ注20、これら以外の用途地域等

においては、特定行政庁が周辺地域の環境を害

するおそれがない等と認めて建築審査会の同意

を得て許可した場合（建築基準法第48条各項た

だし書）等でなければ建築することができない。

周辺施設についても、それぞれの用途ごとに用

途地域による建築制限を受けるため、複合化の

内容に応じた確認が必要となる。

例えば、医療法上の「病院」（20人以上の患者

を入院させるための施設を有するもの。同法第

1条の 5第1項。）は、第一種・第二種低層住居専

用地域、田園住居地域、工業地域及び工業専用

地域においては建築することができないのに対

し、「診療所」（患者を入院させるための施設を有

しないもの又は 19人以下の患者を入院させるた

めの施設を有するもの。同条第2項。）について

は、建築基準法別表第二上、用途地域による同

様の建築制限は設けられていない。カシマサッ

カースタジアムに併設されているアントラーズ

スポーツクリニックは、このような「診療所」と

して設置されている注21。このように、施設の法

的な位置づけの選択によって用途地域規制への

対応が異なり得るため、周辺施設の検討に当たっ

ては、計画予定地の都市計画と各施設の用途・

注 19
NRI報告書77頁でも、高集客型の案件について「地価の高い都心・好立地に位置する場合、事業採算性を高めるには複合化が必須となる場合も多い。
用途地域の変更等を行い、オフィス・ホテル・商業等の高収益機能を併設できるよう調整することが重要である。」と指摘している。
注 20
この他、準住居地域では客席の部分の床面積の合計が 200㎡未満の場合に、用途地域の指定のない区域では客席の部分の床面積の合計が 1万㎡
以下の場合に、それぞれ建築が可能である（建築基準法第48条第7項・別表第二（と）項、同法第48条第14項・別表第二（か）項参照）。
注 21
スポーツコンプレックスガイドブック 211頁参照



59 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.102 August 2026

スタジアム・アリーナ複合施設（スポーツコンプレックス）の法的留意点

規模を照らし合わせた検討が必要になる。

さらに、個別の都市計画対応にとどまらず、

地方公共団体が都市戦略やまちづくりに関する

計画（都市計画法第6条の 2第1項に定める都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針、同法第

18条の 2第1項に定める市町村の都市計画に関

する基本的な方針、都市再生特別措置法第81条

第1項に定める立地適正化計画等）を定めている

場合は、これらとの整合性にも留意する必要が

ある注22。地域に対して影響を与え得るスポーツ

コンプレックスにおいては、こうした関連計画

等との整合性も踏まえ、構想段階から地方公共

団体等との協議・調整を行うことが重要になる

ものと考えられる。

ウ　代表的な施設別の主な業規制

（ア）ホテル・旅館

スポーツコンプレックスにおいて、ホテルや

旅館等の宿泊施設を周辺施設として整備・運営

する場合は、旅館業法上の営業許可（同法第3条

第1項）が必要となる。なお、住宅宿泊事業法

に基づく民泊では、人を宿泊させる日数が年間

180日を超えてはならないとされているため（同

法第2条第3項）、スポーツコンプレックスにお

いて継続的な宿泊機能を確保する場合は、旅館

業法上の営業許可を取得することが基本になる

と考えられる。

また、ホテル・旅館の付帯設備に応じた許認

可も問題となる。温泉を利用する場合には温泉

法上の掘削（同法第3条第1項）・採取（同法第14

条の 2第1項）・浴用への利用（同法第15条第1項）

の許可が必要となり得る他、ホテル内のレスト

ラン等には食品衛生法上の営業許可（同法第55

条第1項）が必要となる。

（イ）商業施設

スポーツコンプレックスにおいて、周辺施設

として商業施設を整備・運営する場合、大規模

小売店舗立地法上の対応が問題となる。店舗面

積が 1,000㎡を超える小売店舗については、同法

に基づく届出（同法第5条第1項）や住民等への

説明会の開催（同法第7条第1項）等が必要とな

る他、都道府県の意見（同法第8条第4項）への

対応等が求められる。これらの規制は、周辺施

設としての商業施設のみならず、スタジアム・

アリーナ内やその周辺の物販店舗についても、

店舗面積や運営形態等によっては適用され得る

点に留意が必要である注23。

また、飲食店を営業する場合は、食品衛生法

上の営業許可の取得（同法第55条第1項）や、い

わゆるHACCPに沿った衛生管理の実施（同法第

51条第1項、第2項参照）等が必要となる。

さらに、売店等で酒類を販売する場合には、

販売の態様に応じて、酒類販売業免許（酒税法

第9条第1項）の要否を確認する必要がある。

（ウ）オフィス

オフィスそのものに固有の業規制は限定的で

あり、基本的には、入居するテナントの業種ご

との業法が問題となることが想定される。テナ

ントとの賃貸借については、前記（2）エで述べ

たように事業用地を公共からの定期借地により

注 22
スポーツコンプレックスガイドブック 131頁参照
注 23
スポーツコンプレックスガイドブック 219頁参照
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確保している場合等、契約期間満了時に建物賃

貸借を確実に終了させる必要がある場合には、

定期建物賃貸借の利用が考えられる。この場合、

契約の更新がなく期間の満了により契約が終了

する旨について、契約書とは別個の書面等を交

付して説明を要する（借地借家法第38条第3項）

点に留意が必要である。

（エ）住宅

スポーツコンプレックスで周辺施設として住

宅を整備・運営する場合、分譲住宅については、

自ら分譲を業として行う場合の宅地建物取引業

法上の免許（同法第3条第1項）の要否、住宅の

品質確保の促進等に関する法律上の新築住宅の

売主の瑕疵担保責任（同法第95条）、特定住宅瑕

疵担保責任の履行の確保等に関する法律上の資

力確保措置（同法第11条等）、区分所有法上の管

理・決議に関する規律等が問題となり得る。

これに対し、賃貸住宅については、賃貸住宅

の管理業務等の適正化に関する法律上の一定規

模以上の管理を行う場合の管理業登録（同法第3

条第1項）の他、特定転貸事業者に関するいわゆ

るサブリース規制（同法第28条以下）等への対応

が必要となり得る。

また、公営住宅の整備や管理に民間事業者が

関与する場合には、公営住宅法の規律や同法上

の入居者資格（同法第23条）との関係にも留意す

る必要がある。

なお、分譲住宅を組み込む場合の運営方法に

ついて慎重な検討が必要になる点は、前記（3）

ウのとおりである。

エ　都市公園法上の「公園施設」

都市公園内でスポーツコンプレックスを整備

する場合、都市公園法上の「公園施設」に該当す

るかという点は、複合化との関係で特に重要と

なる。

まず、スタジアム・アリーナは、基本的には

都市公園法第2条第2項第5号に定める「運動施設」

として「公園施設」に該当することが想定される。

そして、都市公園内に周辺施設を設ける場合に

も、その施設を同法上の「公園施設」として位置

づけることができるかが問題となる。公園管理

者以外の者が「公園施設」を設置又は管理するに

は、公園管理者の許可が必要となる（同法第5

条第1項）。この「公園施設」の該当性に関して、

北海道ボールパークFビレッジでは、エスコン

フィールド場内のレストランの一部として設置

されているクラフトビールの醸造所について、

公園管理者がそのレストランを同法第2条第2項

第7号に定める「飲食店」として「公園施設」に該

当すると解釈することで、その設置が認められ

ている注24。

また、都市公園において公園施設として設け

られる建築物の建築面積の総計のその都市公園

の敷地面積に対する割合は、100分の 2 を参酌

してその都市公園を設置する地方公共団体の条

例で定める割合を超えてはならないとされてい

る（同法第4条第1項）。スポーツコンプレック

スのような大規模建築物を都市公園内に整備す

る場合には、この建蔽率の制限が支障となり得

るため、条例の改正を含めた対応が必要になる

ことがある。実例として、北海道ボールパーク

Fビレッジが所在する北広島市では、都市公園

注 24
スポーツコンプレックスガイドブック 214頁参照
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条例を改正し、同ビレッジについてのみ適用さ

れる緩和された割合（100分の 10。一定の建築物

についてはさらに上乗せの特例がある。）を定め

ている注25。

なお、公園管理者以外の者による公園施設の

設置・管理の手法としては、前述の都市公園法

第5条第1項に基づく許可（設置管理許可）によ

る方法の他、Park-PFI制度（公募設置管理制度。

同法第5条の 2以下。）による方法がある。Park-

PFI制度は、飲食店・売店等の収益施設の整備・

運営と、その収益を原資とした周辺の広場・園

路等の公共部分の整備・改修等を一体的に行う

民間事業者を、公募により選定する制度である。

同制度による場合には、設置管理許可の期間や

建蔽率に関する特例措置を受けることができる。

他方で、公園施設に該当しない工作物その他

の物件又は施設を都市公園に設ける場合には、

公園管理者の占用許可が必要となる（同法第6条

第1項）。もっとも、占用が認められる物件等は

同法第7条等に列挙されたものに限られるため、

公園施設に該当しない施設を都市公園内に設け

ることには一定の制約がある。

このように、都市公園内でスポーツコンプレッ

クスの整備を図る場合には、設置が想定される

各施設について、公園施設として整理できるか、

整理できないとすれば占用可能な物件等に該当

するかを事前に検討する必要がある。また、設

置管理許可・Park-PFI制度といった事業の枠組

みや、建蔽率に関する条例上の取扱いについて

も、構想段階から公園管理者との間で協議・調

整を行うことが重要になると考えられる。

オ　その他の法規制

スポーツコンプレックスでは、複数の用途が

一体の建築物又は一体的なエリア内に混在する

ことから、防火・避難上の規制にも留意が必要

となる。例えば、スタジアム・アリーナにホテ

ルや商業施設が複合している等の事情により、

一つの建物内で管理権原が分かれている場合、

一定の要件を満たすときは、統括防火管理者の

選任及び建物全体についての消防計画の作成等

が必要となり得る（消防法第8条の 2第1項）。

飲食物提供時の火の使用や、興行における炎

の演出装置の設置には、各地方公共団体の火災

予防条例に定める禁止行為（喫煙・裸火使用等）

に関する消防署長等の解除承認を要する場合が

ある。あわせて、可燃物と客席との距離、観客

席スタンドの寸法等についても、建築基準条例

や火災予防条例その他の関連法令を確認する必

要がある注26。

用途が複合している建築物では、用途間の延

焼を防止する手段として、建築基準法施行令第

112条第18項に基づき、一定の場合に、用途の

異なる部分の間に異種用途区画を設ける必要が

生じ得る点にも留意を要する注27。

スタジアム・アリーナのネーミングライツを

含め、スポーツコンプレックスに関わるスポン

サーシップ・パートナーシップとの関係では、

施設周辺において柔軟な広告掲出等のアクティ

ベーションを行えることが、施設の収益性向上

注 25
スポーツコンプレックスガイドブック 215頁参照
注 26
スポーツコンプレックスガイドブック 213頁、216頁参照
注 27
スポーツコンプレックスガイドブック 212頁参照
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の観点で重要となり得る。そのような屋外広告

物に関しては、屋外広告物法に基づき、地域の

実情等に合わせて条例等により規制されている

ため、必要に応じて、地方自治体に対して規制

の柔軟化を求めることも考えられる。例えば、

北海道ボールパークFビレッジに関して、北広

島市は、同ビレッジ及び周辺地域における屋外

広告物の掲出の自由度を高めるため、一般地域

とは異なる基準を設ける「北広島市ボールパー

ク地区等の区域内における屋外広告物の規制に

関する条例」を定めている注28。

この他、スポーツコンプレックスでは、各施

設の内容や用途等に応じて様々な法規制が適用

されることになるため、案件の構想段階から、

各案件の具体的な事情に照らした検討を行う必

要がある。

5. 最後に

本稿で取り上げたものを含め、スタジアム・

アリーナを核とした複合施設については、観客

その他の来場者や地域に対して素晴らしい価値

を提供し、収益性を確保していると考えられる

国内の好例が既に存在する。また、公表されて

いるものを含め、進行中のプロジェクトも少な

くない。高い収益性を有し、クラブ・チームの

価値上昇が著しい欧米のスポーツビジネスにお

いても複合施設化の波が強まっているのは、そ

の大きな可能性を裏づけるものと言える。

複合施設全体の成功のためにも、スタジアム・

アリーナ及びコンテンツ自体の魅力を最大化す

ることは不可欠である。同時に、周辺施設につ

いても、スタジアム・アリーナの集客さえあれ

ば成り立つものでは決してなく、スタジアム・

アリーナの非興行日でも、また、極端に言えば

そもそもスタジアム・アリーナがなくとも、多

くの人々が訪れる魅力ある施設を実現すること

が鍵となり得る。簡単なことではないが、スポー

ツを核として特別な時間を過ごせる、心躍るよ

うな施設がさらに増えることを期待し、引き続

き支援していきたい。

弁護士（日本）。スタジアム・アリーナやデータセンターをはじめ
とする不動産開発案件、PFI 等の官民連携事業、インフラ・エネル
ギー（太陽光、風力、バイオマス、蓄電池、水素・アンモニアほか）、
プロジェクトファイナンスをはじめとする企業法務全般について広
くリーガルサービスを提供している。
2022 年に長島・大野・常松法律事務所に入所。

あらい　てるあき

弁護士（日本・カリフォルニア州）。スポーツエージェント、スポ
ンサーシップその他のスポーツビジネス全般、スポーツ仲裁裁判所

（CAS）での代理を含む紛争・不祥事調査等のほか、不動産証券化、
プロジェクトファイナンス、再エネ等、企業法務全般を広く取り扱
う。
2011 年に長島・大野・常松法律事務所に入所、2017 年に米国
UCLA にて LL.M. を取得、2017 年～ 2018 年にロサンゼルス
のスポーツエージェンシーにて勤務。日本スポーツ仲裁機構仲裁人・
調停人候補者、日本プロ野球選手会公認選手代理人。

かとう　しろう
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